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令和４年斜里町議会定例会１１月臨時会議 
（１１月２４日） 

提出議案等予定一覧 
 
Ⅰ 議案関係 

１．条例関係（資料１） 

○ 斜里町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例について 

○ 特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

○ 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

○ 斜里町一般職の任期付職員の採用に関する条例の一部を改正する条例について 

○ 斜里町会計年度職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例について 

 

２．令和４年度各会計補正予算について（資料２） 

○ 斜里町一般会計補正予算（第８回）  

○ 斜里町公共下水道事業特別会計補正予算（第３回） 

○ 斜里町介護保険事業特別会計補正予算(第３回)  

○ 斜里町病院事業会計補正予算（第３回） 

○ 斜里町水道事業会計補正予算（第３回） 

 

Ⅱ 町政報告（６件）（口頭） 

○ 令和４年度斜里町顕彰・表彰授与式について 

○ 町民懇談会について 

○ カーフリープロジェクト知床の実施結果について 

○ 知床サスティナブルウィーク・第 26 回しれとこ森の集い（第 47 回 記念植樹祭）につ

いて 

○ 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金について 

○ 子育て世代包括支援センターの開設について 

 

Ⅲ 配布資料（１件） 

○ 令和 3年度教育行政に関する事務の管理及び執行状況の点検・評価について 
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斜里町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 

特別職の職員の給与に関する条例 

職員の給与に関する条例 

斜里町一般職の任期付職員の採用に関する条例 

斜里町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 
 

の一部を改正する条例について 

 
１ 改正理由 
① 令和 4 年 8 月 8 日に官民格差に基づく人事院勧告が行われ、給料及び勤勉手当等に 
ついて改正された。 
これにより国公に準拠し、令和 4 年度及び 5 年度から施行する関係条項の改正の必

要が生じたため。 
② 地域で新型コロナウイルスへの対応を行うなど、一定の役割を担う医療機関に勤務 
する職員を対象に処遇改善手当を令和 4 年 2 月より支給しているところであるが、段

階的に引き上げることとなっており、令和 4 年 10 月から引上げを行う必要があるた

め。 
   

２ 改正内容 

①議会議員及び特別職 

・期末手当の改正（0.10 月分の引上げ） 

  6 月期 12 月期 計 

 

期末手当 

現行（改正前） 2.150 月 2.150 月 4.300 月 

令和 4 年 2.150 月 2.250 月 4.400 月 

令和 5 年 2.200 月 2.200 月 4.400 月 

 

②職員 

・令和 4年度給料表の改正（行政職給料表、医療職給料表（二）、（三）） 

  給与水準の見直し 俸給表平均 0.3％引上げ（初任給及び若年層中心の改定） 

・勤勉手当の改正（一般職員 0.10 月分、再任用職員 0.05 月分の引上げ） 

  6 月期 12 月期 計 

期末手当 令和 4 年 1.200 月 1.200 月 2.400 月 

 

勤勉手当 

現行（改正前） 0.950 月 0.950 月 1.900 月 

令和 4 年 0.950 月 1.050 月 2.000 月 

令和 5 年 1.000 月 1.000 月 2.000 月 

 

合 計 

現行（改正前） 2.150 月 2.150 月 4.300 月 

令和 4 年 2.150 月 2.250 月 4.400 月 

令和 5 年 2.200 月 2.200 月 4.400 月 

・看護職員等処遇改善手当の改正 

  令和 4年 10 月 1 日より、月額 3,000 円を月額 9,000 円に引上げ。 
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③任期付職員 

・令和 4年度給料表の改正 

  特定任期付職員における給与水準の見直し 

・期末手当の改正（0.05 月分の引上げ） 

  6 月期 12 月期 計 

 

期末手当 

現行（改正前） 1.625 月 1.625 月 3.250 月 

令和 4 年 1.625 月 1.675 月 3.300 月 

令和 5 年 1.650 月 1.650 月 3.300 月 

 

 ④会計年度任用職員 

 ・令和 4年度給料表の改正 

   給与水準の見直し 

 

３ 施行期日 

  ①議会議員及び特別職における期末手当の改正（令和 4 年度分）－令和 4 年 12 月 1 日

施行。 

②議会議員及び特別職における期末手当の改正（令和 5 年度分）－令和 5 年 4 月 1 日

施行。 

③一般職の給料表及び勤勉手当の改正（令和 4 年度分）－公布の日より施行し、令和 4

年 4 月 1 日から適用する。 

④一般職の勤勉手当の改正（令和 5 年度分）－令和 5 年 4 月 1 日施行。 

⑤看護職員等処遇改善手当の改正（令和 4 年度分）－令和 4 年 10 月 1 日施行する。 

⑥任期付職員の給料表及び期末手当の改正（令和 4 年度分）－公布の日より施行し、

令和 4 年 4 月 1 日から適用する。 

⑦任期付職員の期末手当の改正（令和 5 年度分）－令和 5 年 4 月 1 日施行。 

⑧会計年度任用職員の給料表の改正（令和 4 年度分）－令和 5 年 1 月 1 日施行。 





















































（単位：千円）

人勧分 異動分 計 人勧分 異動分 計 人勧分 異動分 計 人勧分 異動分 計 人勧分 異動分 計

一般会計 143 1,991 △ 22,916 △ 20,925 5,306 △ 19,720 △ 14,414 983 △ 3,949 △ 2,966 328 △ 2,524 △ 2,196 8,608 △ 49,109 △ 40,501

一般職員 141 1,940 △ 21,721 △ 19,781 5,242 △ 17,646 △ 12,404 971 △ 3,318 △ 2,347 328 △ 2,335 △ 2,007 8,481 △ 45,020 △ 36,539

包括的相談支援体制整備事業費 2 51 △ 1,195 △ 1,144 64 △ 2,074 △ 2,010 12 △ 631 △ 619 0 △ 189 △ 189 127 △ 4,089 △ 3,962

介護保険事業会計 6 55 △ 5,860 △ 5,805 174 △ 4,322 △ 4,148 35 △ 2,132 △ 2,097 9 △ 972 △ 963 273 △ 13,286 △ 13,013

一般介護予防 2 38 0 38 68 △ 111 △ 43 14 12 26 7 0 7 127 △ 99 28

包括ケアシステム 1 0 △ 5,019 △ 5,019 34 △ 3,042 △ 3,008 7 △ 1,729 △ 1,722 0 △ 832 △ 832 41 △ 10,622 △ 10,581

包括的支援推進 1 4 0 4 36 △ 40 △ 4 7 △ 17 △ 10 0 0 0 47 △ 57 △ 10

介護予防生活支援 0 0 0 0 0 △ 213 △ 213 0 △ 25 △ 25 0 0 0 0 △ 238 △ 238

居宅介護予防 1 10 0 10 36 △ 124 △ 88 7 △ 36 △ 29 2 0 2 55 △ 160 △ 105

居宅介護サービス 1 3 △ 841 △ 838 0 △ 792 △ 792 0 △ 337 △ 337 0 △ 140 △ 140 3 △ 2,110 △ 2,107

3 53 0 53 109 △ 957 △ 848 21 △ 168 △ 147 9 △ 1 8 192 △ 1,126 △ 934

一般 2 53 0 53 69 △ 613 △ 544 13 △ 99 △ 86 9 △ 1 8 144 △ 713 △ 569

排水 1 0 0 0 40 △ 344 △ 304 8 △ 69 △ 61 0 0 0 48 △ 413 △ 365

水道事業会計 5 38 △ 2,593 △ 2,555 145 △ 1,152 △ 1,007 0 △ 151 △ 151 11 46 57 194 △ 3,850 △ 3,656

病院事業会計 55 442 △ 8,459 △ 8,017 2,529 △ 9,147 △ 6,618 384 △ 2,157 △ 1,773 257 △ 1,454 △ 1,197 3,612 △ 21,217 △ 17,605

69 588 △ 16,912 △ 16,324 2,957 △ 15,578 △ 12,621 440 △ 4,608 △ 4,168 286 △ 2,381 △ 2,095 4,271 △ 39,479 △ 35,208

全会計　合計（特別職含） 212 2,579 △ 39,828 △ 37,249 8,263 △ 35,298 △ 27,035 1,423 △ 8,557 △ 7,134 614 △ 4,905 △ 4,291 12,879 △ 88,588 △ 75,709

令和4年度給与条例等の改正に伴う(異動分含む)補正額

手当 共済費 負担金 合計

所　　　　要　　　　額

区 分 人 員 給　料

公共下水道事業特別会計

特
別
会
計
・
企
業
会
計

特別会計・企業会計合計



（単位：千円）

給　料 時間外手当 期末勤勉手当 共済費 負担金

一般会計 143 1,991 150 5,156 983 328 8,608

一般職員 141 1,940 146 5,096 971 328 8,481

包括的相談支援体制
整備事業費

2 51 4 60 12 0 127

介護保険事業会計 6 55 4 170 35 9 273

一般介護予防 2 38 3 65 14 7 127

包括ケアシステム 1 0 0 34 7 0 41

包括的支援推進 1 4 0 36 7 0 47

介護予防生活支援 0 0 0 0 0 0 0

居宅介護予防 1 10 1 35 7 2 55

居宅介護サービス 1 3 0 0 0 0 3

3 53 0 109 21 9 192

一般 2 53 0 69 13 9 144

排水 1 0 0 40 8 0 48

水道事業会計 5 38 0 145 0 11 194

病院事業会計 55 442 34 2,495 384 257 3,612

69 588 38 2,919 440 286 4,271

全会計　合計（特別職含） 212 2,579 188 8,075 1,423 614 12,879

所　　　　要　　　　額
合計

特
別
会
計
・
企
業
会
計

公共下水道事業特別会計

特別会計・企業会計合計

令和4年度人勧条例改正に伴う補正額

区 分 人 員


